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○平成○平成○平成○平成2222８年度総会を開催しました８年度総会を開催しました８年度総会を開催しました８年度総会を開催しました○「せまりくる巨大地震に備えて」と題して、○「せまりくる巨大地震に備えて」と題して、○「せまりくる巨大地震に備えて」と題して、○「せまりくる巨大地震に備えて」と題して、 福和福和福和福和 伸夫氏による講演会を開催しました伸夫氏による講演会を開催しました伸夫氏による講演会を開催しました伸夫氏による講演会を開催しました○耐震診断結果公表に伴う事業活動縮小に係る雇用調整助成金について（末○耐震診断結果公表に伴う事業活動縮小に係る雇用調整助成金について（末○耐震診断結果公表に伴う事業活動縮小に係る雇用調整助成金について（末○耐震診断結果公表に伴う事業活動縮小に係る雇用調整助成金について（末頁頁頁頁参照）参照）参照）参照）○平成○平成○平成○平成28282828年熊本地震における奈良県の被災建築物応急危険度判定活動について（末年熊本地震における奈良県の被災建築物応急危険度判定活動について（末年熊本地震における奈良県の被災建築物応急危険度判定活動について（末年熊本地震における奈良県の被災建築物応急危険度判定活動について（末頁頁頁頁参照）参照）参照）参照）
詳細は奈良県建築課の詳細は奈良県建築課の詳細は奈良県建築課の詳細は奈良県建築課のHPHPHPHPをご覧下さいをご覧下さいをご覧下さいをご覧下さい

奈良県から熊本県に被災建築物応急危険度判定士を派遣奈良県から熊本県に被災建築物応急危険度判定士を派遣奈良県から熊本県に被災建築物応急危険度判定士を派遣奈良県から熊本県に被災建築物応急危険度判定士を派遣被災建築物応急危険度判定は、余震による二次災害を防止することを目的として行われ、国から奈良県に対し、平成28年熊本地震に伴う被災建築物応急危険度判定士（以下「判定士」という。）の派遣要請があり、奈良県から熊本県に１５名の判定士を派遣しました。（市職員2名及び民間判定士2名を含む。）内容内容内容内容奈良県の活動状況奈良県の活動状況奈良県の活動状況奈良県の活動状況＜第一陣＞派遣人数： ４名活動期間： ４月２３～２５日活動場所： 益城町、西原村、宇土市判定結果：１１１棟（赤２８、黄２９、緑５４）＜第二陣＞派遣人数： ８名活動期間： ４月２６～２８日活動場所： 宇城市、益城町、嘉島町判定結果：１７８棟（赤６４、黄３６、緑７８）＜第三陣＞派遣人数： ３名活動期間： ４月２９～５月１日活動場所： 熊本市判定結果：７３棟（赤１６、黄３１、緑２６）＜判定結果合計＞３６２（赤１０８、黄９６、緑１５８）

国（厚生労働省）の助成金制度のお知らせ国（厚生労働省）の助成金制度のお知らせ国（厚生労働省）の助成金制度のお知らせ国（厚生労働省）の助成金制度のお知らせ対象事業主・事業主からの聴取等により、耐震診断結果公表に伴う風評被害によって事業活動が縮小したことが確認された事業主については、雇用調整助成金の対象とする。
＜問い合わせ先＞ 都道府県労働局またはハローワークへお問い合わせください。
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平成２８年度 奈良県住宅・建築物耐震化促進協議会 総会・講演会総会・講演会総会・講演会総会・講演会◆ 総会を開催しました

●奈良県奈良県耐震改修促進計画の推進【民間建築物】①①①① 建築物の耐震化普及事業の実施建築物の耐震化普及事業の実施建築物の耐震化普及事業の実施建築物の耐震化普及事業の実施・市町村が実施するセミナー等の開催支援・パンフレット類の配布・ニュースレターの配布・なら県政出前トークの実施 等②②②② 既存木造住宅耐震診断支援事業の実施（市町村への補助）既存木造住宅耐震診断支援事業の実施（市町村への補助）既存木造住宅耐震診断支援事業の実施（市町村への補助）既存木造住宅耐震診断支援事業の実施（市町村への補助）・・・・１戸あたり５万円（国・県・市町村）、県費予算件数200件③③③③ 既存木造住宅耐震改修支援事業の実施既存木造住宅耐震改修支援事業の実施既存木造住宅耐震改修支援事業の実施既存木造住宅耐震改修支援事業の実施（市町村への補助）（市町村への補助）（市町村への補助）（市町村への補助）・１戸あたり５０万円以上の耐震改修工事に２０～５０万円を補助（国・県・市町村）県費予算件数５０件④④④④ 特殊建築物等耐震診断支援事業の実施（特殊建築物等耐震診断支援事業の実施（特殊建築物等耐震診断支援事業の実施（特殊建築物等耐震診断支援事業の実施（市町村への補助）市町村への補助）市町村への補助）市町村への補助）・住宅：１棟あたり事業費１０万の２／３を限度（国・県・市町村）建築物：１棟あたり事業費２００万の２／３を限度に補助（国・県・市町村）県費予算件数 住宅５件、建築物２件

○ 日 時：平成 ２８年 ６月 ２９日（水）○ 場 所：奈良県文化会館小ホール● 当日は、協議会参画２３団体の委員及び県庁内関係課（室）の出席のもと、以下の 議案の審議を行いました。《議案1》平成２７年度活動報告ついて《議案2》平成２８年度活動計画（案）についてこれらの審議を行い、議案は全会一致で承認されました。●お知らせ・改正耐震改修促進法に基づく耐震診断義務化建築物について（未項参照）・耐震技術者等派遣事業について（末項参照）平成平成平成平成28282828年度年度年度年度 活動計画活動計画活動計画活動計画
◆ 総会に引き続き、講演会を開催しました

たかの かずひこ
【概要】見たくないものを正視して大規模震災に備える・阪神大震災と熊本地震を比べて、どれだけ教訓を活かせたのか・熊本地震の分析と今までの地震と歴史について・建物の加わる地震力は地盤も大きく影響する 等々【概要】見たくないものを正視して大規模震災に備える・阪神大震災と熊本地震を比べて、どれだけ教訓を活かせたのか・熊本地震の分析と今までの地震と歴史について・建物の加わる地震力は地盤も大きく影響する 等々

演演演演 題：「せまりくる巨大地震に備えて」題：「せまりくる巨大地震に備えて」題：「せまりくる巨大地震に備えて」題：「せまりくる巨大地震に備えて」講講講講 師：福和師：福和師：福和師：福和 伸夫伸夫伸夫伸夫 氏氏氏氏演演演演 題：「せまりくる巨大地震に備えて」題：「せまりくる巨大地震に備えて」題：「せまりくる巨大地震に備えて」題：「せまりくる巨大地震に備えて」講講講講 師：福和師：福和師：福和師：福和 伸夫伸夫伸夫伸夫 氏氏氏氏（会議風景） （名古屋大学減災連携研究センター長・教授）

⑤⑤⑤⑤ 耐震耐震耐震耐震技術者等派遣事業の実施技術者等派遣事業の実施技術者等派遣事業の実施技術者等派遣事業の実施・協議会団体の研修会、耐震セミナー等に耐震技術者を派遣派遣予定者数２０名【公共建築物】⑥⑥⑥⑥ 県有建築物の耐震改修プログラムに沿った県有建築物の耐震改修プログラムに沿った県有建築物の耐震改修プログラムに沿った県有建築物の耐震改修プログラムに沿った 耐震化促進耐震化促進耐震化促進耐震化促進●市町村・・・・ 各市町村耐震改修促進計画の策定に努めるとともに、各市町村耐震改修促進計画の策定に努めるとともに、各市町村耐震改修促進計画の策定に努めるとともに、各市町村耐震改修促進計画の策定に努めるとともに、建築物の耐震化普及事業の実施建築物の耐震化普及事業の実施建築物の耐震化普及事業の実施建築物の耐震化普及事業の実施既存木造住宅耐震診断支援事業の実施既存木造住宅耐震診断支援事業の実施既存木造住宅耐震診断支援事業の実施既存木造住宅耐震診断支援事業の実施既存木造住宅耐震改修支援事業の実施既存木造住宅耐震改修支援事業の実施既存木造住宅耐震改修支援事業の実施既存木造住宅耐震改修支援事業の実施特殊建築物等耐震診断支援事業の実施特殊建築物等耐震診断支援事業の実施特殊建築物等耐震診断支援事業の実施特殊建築物等耐震診断支援事業の実施に務めるに務めるに務めるに務める●建築物所有者管理者団体等・・・・ 建築物の耐震化に向けた活動建築物の耐震化に向けた活動建築物の耐震化に向けた活動建築物の耐震化に向けた活動●建築関係団体・・・・ 建築物の耐震化に向けた活動建築物の耐震化に向けた活動建築物の耐震化に向けた活動建築物の耐震化に向けた活動

耐震技術者等派遣事業を実施しています（活用のお願い）耐震技術者等派遣事業を実施しています（活用のお願い）耐震技術者等派遣事業を実施しています（活用のお願い）耐震技術者等派遣事業を実施しています（活用のお願い）県では、耐震診断・耐震改修に関する研修会等における講演や専門的な相談に応じられる技術者技術者技術者技術者等を派遣等を派遣等を派遣等を派遣する事業を実施しています。積極的な活用をお願いします積極的な活用をお願いします積極的な活用をお願いします積極的な活用をお願いします 。。。。奈良県建築課建築審査係 TEL ： 0742-27-7561 まで ご連絡ください。


